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株主のみなさまへ

株主のみなさまには、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。
ここに、当社第44期の営業の概況と決算の状況につきましてご報告申し上げます。
当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油価格の高騰により先行き不透明感はあるものの、
輸出や設備投資の増加により企業収益が高水準で推移し、緩やかな景気回復基調となり個人消費
にも明るさが見えてまいりました。
当業界におきましては、原油需給に対するタイト感や昨年来の世界的な原油・ナフサ価格の高
騰により、当社製品原料であるスチレンモノマーをはじめ、ポリスチレン樹脂等の価格の高止ま
りが続いており、完全な回復基調に入ったとは言えない厳しい状況が続いております。
このような状況下、当社グループはトータルコストの削減及び企業体質強化にグループ全社を
あげて取り組み、高付加価値製品や新機能製品の開発による成長戦略を推進してまいりました。
また、原材料価格高騰による製品原価の上昇に対しましては、生産技術向上及び素材の薄肉化・
製品の軽量化による生産コスト削減、生産拠点の最適化・需給バランスの改善などによる物流コ
スト削減に加え、あらゆる部門のコスト削減に努めてまいりました。
① 営業面におきましては、エフピコフェアを一時休止し、新たに商品提案会を北海道から
九州まで全国７か所で延べ12回開催、平成18年２月以降は「エフピコミニフェア」として、
全国６か所で開催いたしました。すぐにでも実践できる“売り場”のご提案を集中的によ
りスピーディーに行っております。
また、中食市場の拡大にともない、「ウェーブ」・「やすき」・「フチ皿」に加えて「芝

皿」・「芝舟」などの新デザイン容器も順調に推移しており、更に、“ワンタッチ嵌合”で
作業性と保湿性を強調した「SA-400シリーズ」も販売量を拡大し、ロースタックトレーの
拡販も続いております。一方、商品につきましては、利益改善の為、商品構成の見直しを
行ってまいりました。

② 生産面におきましては、品質の向上はもとより、更なる生産性の向上に取り組んでまい
りました。加えて、東日本の需要の拡大に備え生産供給拠点との最適化を図ってまいりま
した。
③ 物流面におきましては、サプライチェーンマネジメント（SCM）システムを有効に機能
させ、需要に即した供給体制の構築に努め、横持ち・保管にかかわるコストの低減を進め
てまいりました。
④ 環境面におきましては、「エフピコ方式（トレーtoトレー）」の循環型リサイクルを更に推
し進め、エコトレーの販売を拡大していく一方、容器の軽量化・ロースタック化はもとよ
り、効率的な物流によりトラック台数を減少させ、地球温暖化ガスの削減にも努めてまい
りました。平成17年９月には、当社グループの環境社会活動レポートの初版「環境・社会
活動レポート2005」を刊行し、ステークホルダーの皆様に配布させて頂きました。一方、
愛知万博において当社の環境活動に対する貢献が認められ「愛・地球賞」を受賞いたしま
した。平成18年２月には「環境５ヵ年計画」を策定し平成22年の目標達成に向けて活動を
実施しております。

平成18年6月

代表取締役社長
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以上のとおり取り組んでまいりました結果、当期の連結売上高126,815百万円（前期比2.1％増）、
経常利益は6,656百万円（前期比83.2％増）、当期純利益は3,686百万円（前期比51.2％増）となり
過去最高益を達成いたしました。
なお、当社グループの販売品目別の売上高概況は次のとおりであります。

企業集団が対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、雇用情勢の好転や個人消費の動向に明るさが見えるものの、依
然として予断を許さない状況が続くものと思われます。
また、当社製品の原材料価格につきましても、世界的な原油需給の逼迫感が続き、更なる原材
料価格の値上げが懸念されます。
当社グループといたしましては、これまでに行ってきた基盤整備強化の成果を踏まえ、よりコ
スト競争力のある、安定した利益を確保しうる強固な企業体質の形成を目指してまいります。
また、当社グループの経営方針の実現および目標とする経営指標を達成するために、確固たる
経営基盤づくりを進め、グループ各社が互いに連携して、「食品容器を通じて、お客様の快適な
食生活を創造する企業グループ」を目指し、以下の施策に取り組んでまいります。

①　提案型企業の実現
市場の品質に対する要求の高まりや中食市場の需要拡大を背景とした食環境の変化を先

取りし、お客様のニーズに合った製品開発を行い、容器を通じて売り場の差別化を図って
まいります。
お客様への情報発信拠点として、東京本社のキッチンスタジオを活用し、売り場提案及

び流通合理化提案等を行うとともに、全国各地で「エフピコミニフェア」を開催し、提案
型営業の質とスピードを高めてまいります。

②　環境経営の実施
当社グループは、環境方針として、「地球環境の保全」を基本理念に掲げ、環境マネジメ

ントシステムを確立し、実行推進しております。
循環型リサイクル「エフピコ方式（トレーtoトレー）」を確立したエフピコならではの環

境への取り組みを更に推し進め、業界を牽引する各種施策を実施してまいります。
また、京都議定書の発効を受け、容器の軽量化・ロースタック化はもとより、効率的な

物流によりトラック台数を減少させ、二酸化炭素を含む地球温暖化ガスの削減など、平成
22年を達成年とした「環境経営５ヵ年計画」を実行してまいります。

③　ＳＣＭによる供給体制の整備
需要予測から最適生産・物流に至るまでをカバーするサプライチェーンマネジメント

（SCM）システムにより生産・物流の適正シミュレーションを行い、生産工場等のスクラッ
プ＆ビルドも念頭に置いて、トータルコストの更なる最適化の実現を目指し生産及び物流
体制の整備に取り組んでまいります。

%

分　　類 主　要　品　目 売　　上　　高 構 成 比 前 期 比

28,253

60,460

1,529

90,244

24,758

11,813

36,571

126,815

22.3

47.7

1.2

71.2

19.5

9.3

28.8

100.0

103.4

107.6

121.9

106.4

89.5

100.9

92.9

102.1

トレー容器

弁 当 容 器

その他製品

小 計

包 装 資 材

その他商品

小 計

製　　品

商　　品

合　　　　　　　計

百万円 %
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④　高精度な物流サービスの提供
グループ会社の運営による「東日本ハブセンター」を活用し、お客様へより高い次元で

合理化された物流サービスの提供を実施するとともに、クリーンな環境で、誤出荷などの
顧客クレーム10ppm（100万分の10）を目標として、鋭意努力してまいります。

⑤　生産の技術革新と新製品開発のスピードアップ
生産性を高めることはもとより、最新鋭の生産設備への更新により、高品質かつ付加価

値の高い製品を開発してまいります。また、素材の薄肉化、製品の軽量化などによりコス
ト削減を図ってまいります。更には、新製品の開発スピードを早めることで、お客様のニ
ーズに対応してまいります。

⑥　トータル品質の向上
生産からお客様へお届けするまでをトータルで提供する企業として、更なる品質の向上

を図ってまいります。生産面におきましては、原料から成型・検品までの物作りの過程、
物流面におきましても、在庫から荷捌・配送と、最終的にお客様へお届けするまでのあら
ゆる工程の品質向上施策を実施してまいります。

⑦　知的財産権の強化
当社の独自性・差別化を市場においてより確実なものとするため、特許や実用新案・意

匠登録等の申請を進め、知的財産権の取得により企業価値を高めてまいります。

以上の施策を通じて、食環境の一翼を担う企業としての責任を果たすべく、製品開発力・販売
力の強化および品質・生産性の向上を図るとともに、物流サービスの向上及びコストの低減に努
めてまいります。
株主のみなさまには、何卒、一層のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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企業集団の状況（平成18年３月31日現在）

得 　 　 　 意 　 　 　 先  

㈱
　
　
　
エ
　
　
　
フ
　
　
　
ピ
　
　
　
コ
（
製
造
・
販
売
） 

〈倉庫・運送会社〉 

製品及び 
　原材料 

連結子会社 
　エフピコ物流㈱ 
　㈱アイ・ロジック 
　その他５社 

〈商事・販売会社〉 

連結子会社 
　中国パール販売㈱ 

〈商事会社〉 

連結子会社 
　エフピコ商事㈱ 

〈製造会社〉 

連結子会社 
　㈱ダックス 
　㈱ダックス四国 
　その他２社 

〈製造会社〉 

連結子会社 
　パックドール㈱ 
　㈱エフピコ下館 
　その他８社 

〈製造会社〉 

連結子会社 
　福山テクノモールド㈱ 

連結子会社 
　㈱エフピコエンジニアリング 

連結子会社 
　㈱エフピコING

〈販売会社〉 

連結子会社 
　㈱エフピコモダンパック 
　その他１社 
持分法非適用関連会社 
　㈱石田商店 
　その他２社 

〈製造・販売会社〉 

連結子会社 
　テイカ精密㈱ 
持分法非適用関連会社 
　プラゲノム㈱ 

製
品
及
び
商
品 製品及び原材料 

原材料 

製品 

原材料 

生産業務委託 

生産に関わるコンサルタント業務委託 

生産設備等のメンテナンス業務委託 

生産工具・治具 

製品及び 
　包装資材 

製品 

製・商品の保管及びピッキング 
（荷揃い）業務並びに配送委託 

製品及び商品 

〈飲食店〉 

連結子会社 
　㈲クックラボ 

当社グループは、当社、子会社30社及び関連会社4社により構成されており、「簡

易食品容器関連事業」を主たる事業としており、トレー容器・弁当容器等の製造販

売を中心として、その販売に付随する包装資材及び包装機械等の販売も併せて行っ

ております。

事業の系統図は、次のとおりであります。

（注） パックドール（株）は、平成18年７月１日に商号を株式会社エフピコ山形に変更予定であります。
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業績の推移

1,500
（億円） （億円） 

1,200

900
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300

0
第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 

売上高 連結 

単体 

75

60

45

30

15

0
第40期 第41期 第42期 第43期 

経常利益 連結 

単体 

1,101
1,075

1,129
1,098

1,239
1,167

1,241
1,180

1,268
1,208

63.1
60.6

28.6
23.9

33.6
29.5

36.3
27.3

第44期 

66.5
59.0

26.4
26.5

17.0
12.5

0

（億円） 

150

（円） 
180

120

90

60

30

第40期 第41期 第42期 第43期 

40

30

20

10

0
第40期 第41期 第42期 第43期 

当期純利益 連結 

単体 

１株当たり当期純利益 連結 

単体 

26.4
26.5
26.4
26.5

13.6
11.8

17.0
12.5
17.0
12.5

24.3
12.6

第44期 

36.8
29.0

112.89
112.49

56.86
49.10

73.87
53.94

107.65
54.94

第44期 

165.16
133.96
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次期の連結業績は、次の通り予想しています。

連 結 売　上　高　　　　 1,296億円

連 結 経 常 利 益 78億円

連 結 当期純利益　　　 43億8千万円

１株当たりの当期純利益　　　 199円10銭

次期の業績の見通し

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0
第40期 第41期 第42期 第43期 

総資産 連結 

単体 

500

400

300

200

100

0
第40期 第41期 第42期 第43期 

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0
第40期 第41期 第42期 第44期 

株主資本 連結 

単体 

１株当たり株主資本 連結 

単体 

株主資本当期純利益率 
（ROE） 

連結 

単体 

（億円） （億円） 

（%） 

6.2

3.2
3.9

5.5

2.9

第43期 

7.9

2.7

6.0

1,102
1,016

1,211
972

1,217
1,014 1,156

1,016

第44期 

1,114
993

433
438

434
432

437
430

447
434

第44期 

483
460

2.9

6.7

第40期 第41期 第42期 第43期 

2,300

2,200

2,100

2,000

1,900

1,800

1,700

1,600

（円） 

1,853
1,863

1,883
1,873

1,964
1,932

2,048
1,973

第44期 

2,196
2,088
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連結貸借対照表（平成18年３月31日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　目 金　額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

科　　　　目 金　額

（負債の部）

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 53

（資本の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 式 等 評 価 差 額 金
自 己 株 式

13,150
15,487
19,041
1,016
△ 311

負債、少数株主持分及び資本合計

負　債　合　計

52,738

8,427

28,385

12,261

710

1,101

1,808

252

△ 209

58,673

45,527

20,340

2,847

19,774

45

2,518

1,640

34

1,606

11,505

4,226

4,557

152

2,953

△ 383

48,776

18,656

22,586

3,124

1,796

528

782

1,301

14,197

11,396

63

1,119

294

482

842

111,411 111,411

62,973

資　本　合　計 48,384

（単位：百万円）
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連結損益計算書（ ）平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

科　　　　目 金　　　　額

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

特

別

損

益

の

部

営 業 収 益
売 上 高
営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営
業
損
益
の
部

営　　業　　利　　益

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
仕 入 割 引
受 取 賃 貸 料
受 入 手 数 料
連 結 調 整 勘 定 償 却 額
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

営

業

外

損

益

の

部

経　　常　　利　　益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
受 取 保 険 金
投 資 有 価 証 券 売 却 益
債 務 早 期 弁 済 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 売 却 損
減 損 損 失
災 害 損 失
投 資 有 価 証 券 売 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損
た な 卸 資 産 処 分 損
過年度更生債務免除益修正額

94,841
25,867

126,815

120,708

6,107

201

83

105

133

136

229

259

81

889

340

6,656

5

18

110

115

174

76

185

18

19

5

534

58

424

898

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

2,469
16 2,485

10

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

税金等調整前当期純利益 6,182

当 期 純 利 益 3,686
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連結剰余金計算書

連結キャッシュ･フロー計算書

（単位：百万円）

科　　　　　　目

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

自 己 株 式 処 分 差 損

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

金　　　　額

3,686

811

47

（ 5）

195

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

科　　　　目

税金等調整前当期純利益
減 価 償 却 費
減 損 損 失
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額
退職給付引当金の増加額
債 務 早 期 弁 済 益
受取利息及び受取配当金
支 払 利 息
投 資 有 価 証 券 売 却 益
売 上 債 権 の 増 加 額
た な 卸 資 産 の 減 少 額
未 収 入 金 の 減 少 額
仕 入 債 務 の 減 少 額
その他の流動資産・負債の増減額
未払消費税等の減少額
そ の 他

小　　計
利息及び配当金の受取額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額
営業活動によるキャッシュ･フロー

有形・無形固定資産の取得による支出
投資有価証券の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
短 期 貸 付 金 の 純 増 加 額
長期貸付金の貸付けによる支出
長期貸付金の回収による収入
そ の 他
投資活動によるキャッシュ･フロー
短期借入金の純減少額
長期借入れによる収入
長期借入金の返済による支出
自己株式の売却による収入
配 当 金 の 支 払 額
更生債務の弁済による支出
そ の 他
財務活動によるキャッシュ･フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現金同等物の増加額
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

金　　額 科　　　　目 金　　額

6,182
3,964
185

△ 178

120

△ 115

△ 201

259

△ 91

△ 443

4,330
549

△ 1,792
358

△ 209

35

12,956
204

△ 261

△ 1,383
11,515

△ 2,022
△ 112

693

△ 99

△ 225

781

△ 43

△ 1,028
△ 5,200

6,915
△ 7,766

365

△ 806

△ 1,560
△ 7

△ 8,059

0
2,427
5,993
8,421

（ ）平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

（ ）平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

15,487

15,487

16,409

3,686

1,054

19,041
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貸借対照表（単体）（平成18年３月31日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科 目 金　額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

半 製 品 ･ 仕 掛 品

原 材 料

貯 蔵 品

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

子会社株式･出資金

長 期 貸 付 金

敷 金 ･ 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資　産　合　計

科 目 金　額

（負債の部）

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定の長期借入金
未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

（資 本 の 部）

資 本 金

資本剰余金

資 本 準 備 金

その他の資本準備金

自己株式処分差額

利益剰余金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

固定資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

株式等評価差額金
自 己 株 式

負債及び資本合計

負　債　合　計

46,296
7,521

9,718

15,220

369

7,734

486

935

310

1,265

464

2,393

△ 124

53,018
37,828
15,676

701

2,375

46

1,600

17,381

45

1,585
1,547

38

13,604
4,046

1,133

6,334

1,835

335

△ 81

13,150
15,487
15,487

0

0

16,670
667

13,202

2

13,200

2,800

1,008
△ 311

41,278
2,367

14,495

5,122

12,825

3,212

1,689

481

300

231

551

12,030
10,682

885

271

80

110

99,315 99,315

53,308

資　本　合　計 46,006

（単位：百万円）
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損益計算書（単体）

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

特

別

損

益

の

部

営 業 収 益
売 上 高
営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営　　業　　利　　益

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
受 取 賃 貸 料
受 入 手 数 料
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ　　　の　　　他

経　　常　　利　　益

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
受 取 保 険 金
投資有価証券売却益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
特 別 損 失
固定資産除却売却損
減 損 損 失
災 害 損 失
投資有価証券売却損
投資有価証券評価損
子 会 社 株 式 評 価 損
た な 卸 資 産 処 分 損

120,805

91,930
23,425 115,355

5,449

291

132

140

204 769

231

79 310

5,908

4

17

110

85 218

41

104

18
19
5
102
519 812

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

5,314
2,232

83 2,316

2,998
264
462

2,800

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ ）平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで

利益処分
（単位：円）

（注）平成17年12月５日に462,059,094円（１株につき21円）の中間配当を実施いたしました。

当 期 未 処 分 利 益
固定資産圧縮積立金取崩額

2,800,364,041
203,177

計 2,800,567,218
これを次のとおり処分します。
利　　益　　配　　当　　金 527,978,544

１株につき（
50,700,000役 員 賞 与 金

（うち監査役分 7,700,000）

2,578,678,544
次　期　繰　越　利　益 221,888,674

24 円）

営
業
損
益
の
部

営
業
外
損
益
の
部

（その他資本剰余金の処分）
そ の 他 資 本 剰 余 金 93,397

2,000,000,000別　　途　　積　　立　　金

これを次のとおり処分します。

その他資本剰余金次期繰越額 93,397
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株式の状況（平成18年３月31日現在）

出資比率 出資比率持 株 数
当社の大株主への出資状況

25.52％

5.64

5.04

2.81

2.76

2.34

1.99

1.74

1.71

｜ ％

｜　

2.64

｜　

｜　

｜　

0.05

｜

0.01

｜ 千株

｜　

2,697

｜　

｜　

｜　

343

｜

11

会社が発行する株式の総数 普通株式　29,700,600株

発行済株式総数 普通株式　22,142,106株

当期末株主数 4,928名

大株主の状況（上位10名）

自己株式の取得、処分等および保有
①　取得株式
ａ．単元未満株式の買取りによる取得
普通株式 1,310株
取得価額の総額 4,067,650円

ｂ．代物弁済による取得
普通株式 3,100株
取得価額の総額 11,718,000円

②　処分した株式
単元未満株式の買増請求による譲渡
普通株式 157株
処分価額の総額 335,313円

③　失効手続きをした自己株式
該当事項はありません。

④　決算期における保有株式
普通株式 143,000株

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．筆頭株主の有限会社小松安弘興産は、小松安弘より現物出資を受けた創業家一
族の財産保全会社であります。

３．株式会社西日本シティ銀行への出資比率は、議決権のない優先株式を除いて算
出しております。

株　　　主　　　名
持株数
当社への出資状況

有 限 会 社 小 松 安 弘 興 産

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）

積 水 化 成 品 工 業 株 式 会 社

全国共済農業協同組合連合会

小 松 安 弘

エ フ ピ コ 共 栄 会

株式会社西日本シティ銀行

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505019

住 金 物 産 株 式 会 社

5,650千株

1,248

1,116

622

610

517

440

384

379

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（りそな信託銀行
㈱再信託分・㈱もみじ銀行退職給付信託口）

381 1.72 ｜ ｜
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■所有者別株式構成

■株価の推移（大証）

■地域別株式構成

東北地方0.09％ 
北海道0.15％ 

中部地方 
0.93％ 

関東地方 
55.82％ 

中国地方 
19.56％ 

近畿地方 
11.54％ 

外国 
8.41％ 

九州地方 
2.57％ 

四国地方 
0.93％ 

金融機関 
28.92％ 

事業会社・その 
他法人39.58％ 個人・その他 

22.33％ 

外人 
8.56％ 

証券会社0.61％ 

4 6 8 10 12 25 7 9 11 H17.1 3 4 6 8 10 12 25 7 9 11 H18.1 3

出来高（千株） 

1,400

1,600

1,200

1,000

800

600

400

200

0

4,000

4,500

1,8005,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

500

1,000

0

株価（円） 
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会社の概況（平成18年３月31日現在）

a社　　　名

s設立年月日　昭和37年７月24日

d資　本　金　13,150,625,630円

f企業集団の主要な事業内容

g企業集団の主要な事業所および工場

①当　　　　　社

（注）ピッキングセンターは、配送センターに含めております。

事 業 区 分

簡易食品容器関連事業

事 業 及 び 主 要 品 目

簡易食品容器（トレー容器・弁当容器・折箱容器・紙容器等）

包装資材（業務用ラップ・ポリ袋・レジ袋・FPマット等）

包装機械（エンターパック・ラップ機械等）

商 事 関 連 事 業

不動産販売事業（不動産販売）

美術骨董品販売事業（刀剣・美術品販売）

金型・機械販売事業（成型金型・機械等）

そ の 他 の 事 業

精密部品成型事業（電気・電子・液晶・ＬＥＤ部品等）

賃貸事業（不動産賃貸・リース・レンタル）

飲食店の経営

本　　　　　社 広島県福山市曙町一丁目12番15号

東　京　本　社 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号

大　阪　支　店 大阪府豊中市新千里西町一丁目１番８号

札幌（札幌市） 仙台（仙台市）新潟（新潟市）静岡（静岡市）

営　　業　　所 名古屋（名古屋市）北陸（金沢市）広島（広島市）高松（高松市）

福岡（福岡市）

東北工場（宮城県黒川郡） 山形工場（寒河江市）

関東工場（茨城県結城郡） 関東つくば工場（つくば市）

工　　　　　場
関東下館工場（筑西市） 中部工場（岐阜県安八郡）

近畿亀岡工場（亀岡市） 笠岡工場（笠岡市）

福山工場（福山市） 神辺工場（福山市）

九州工場（佐賀県神埼郡）

北海道工場（石狩市） 東北工場（宮城県黒川郡）

リサイクル工場 関東工場（茨城県結城郡） 中部工場（岐阜県安八郡）

福山工場（福山市） 九州工場（佐賀県神埼郡）

北海道（石狩市） 東北（寒河江市）

配送センター
東日本ハブセンター（茨城県結城郡）東京（船橋市）

中部（岐阜県安八郡） 関西（西宮市）

福山（福山市） 九州（佐賀県神埼郡）
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取締役および監査役（平成18年３月31日現在）

代表取締役社長

代表取締役副社長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

常 勤 監 査 役

小 松 安 弘
佐 藤 守 正
下 田 正 輝
笹　部　太一郎
貞 弘 　 勉
瀧 崎 俊 男
上垣内　詳　治
池 上 　 功
土利川　泰　彦
安 田 和 之
金 子 　 誠
小 林 敏 朗
高 西 智 樹
高 橋 正 伸
桑 田 忠 典
早 崎 幸 夫
東 岡 　 健
藤 井 憲 治

②子　法　人　等

会　　社　　名 本　社　所　在　地
エ フ ピ コ 商 事 株 式 会 社
株式会社エフピコモダンパック
中 国 パ ー ル 販 売 株 式 会 社
エ フ ピ コ 物 流 株 式 会 社
株 式 会 社 ア イ ・ ロ ジ ッ ク
パ ッ ク ド ー ル 株 式 会 社（注）
株 式 会 社 ダ ッ ク ス

広島県福山市曙町一丁目13番11号
広島県福山市曙町一丁目13番11号
東京都新宿区西新宿六丁目８番１号
広島県福山市箕沖町127番地２
東京都新宿区西新宿六丁目８番１号
山形県寒河江市大字八鍬字南626番地
千葉県習志野市茜浜三丁目４番５号

（注）パックドール株式会社は、平成18年７月１日に商号を株式会社エフピコ山形に変更予定であります。
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事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

単 元 株 式 数

公 告 掲 載

上 場 証 券 取 引 所

毎年４月１日から翌年３月31日まで

６月下旬

100株

電子公告により、当社ホームページに掲載いたしま
す。（http：//www.fpco.co.jp/）なお、やむを得ない
事由により、電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

株式会社東京証券取引所

株式会社大阪証券取引所

株　主　メ　モ

お知らせ
１．住所変更、配当金振込指定･変更、単元未満株式買取および買増請求に必要な

各用紙、および株式の相続手続依頼書のご請求は、株主名簿管理人のフリー
ダイヤル0120-86-4490で24時間承っておりますので、ご利用ください。

２．配当金を郵便貯金口座へお振込みすることができます。お手続きには振込指
定書のご提出が必要ですので株主名簿管理人に指定書用紙をご請求ください。

株 主 名 簿 管 理 人

同 事 務 取 扱 場 所

（連　 絡　 先）

同 取 次 所

単元未満株式の買増制度

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
〒171-8508
東京都豊島区西池袋一丁目７番７号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-707-696（フリーダイヤル）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店
１単元（100株）に満たない株式を所有されている株主さ
まで、買増しをご希望される株主さまは、三菱ＵＦＪ信
託銀行証券代行部へ、また証券保管振替機構をご利用の
株主さまは、お取引口座のある証券会社へお申出くださ
い。

１．定時株主総会議決権行使株主　３月31日

２．利益配当金受領株主　　　　　３月31日

３．中間配当金受領株主　　　　　９月30日

４．その他必要あるとき　　　　　あらかじめ公告して定めた日


